
 

    令和７年１月号  

木城町自治公民館連絡協議会  

自治公民館活性化支援員  大  津   新  

新年のごあいさつ 

 新年を迎え、皆様方におかれましては、ますます

ご健勝のこととお喜び申し上げます。日頃から自治

公民館活動にご理解とご協力を賜り、感謝申し上げ

ます。旧年中は、大変お世話になりました。  

 令和 6 年（2024 年）は、元旦の石川県能登地方

を震源とする地震に始まり、その後の線状降水帯に

よる集中豪雨により土砂災害も発生しました。未だ

に避難所生活や不自由な生活を強いられておられ

る方々がおられていることに心を痛めるとともに、

一日も早く平穏な日々が戻ってくることをお祈り

しております。また、８月には「南海トラフ地震臨時情報」が初めて発表されるなど、

災害への新たな対応も必要になっております。このような状況を鑑みるに、災害に対す

る備えは、地域社会の最優先事項であると考えます。建物の耐震化や避難所の充実など

の「ハード面」の整備に加え、地域が一体となった防災・減災への協力体制の充実や避

難訓練の実施などの「ソフト面」の強化が一層重要であると考えます。  

 このようなことから自治公民館連絡協議会では、木城町教育委員会が進める「自治公

民館の活性化に向けた応援支援事業」と連携し、｢防災・減災」「共生・協働｣をキーワー

ドに、お互いに顔が見え、共に助け合える「安心・安全な地域づくり」に向けた取組を

通して、「地域力＝共助力」を進めてまいりたいと思います。今後ともご理解とご協力を

よろしくお願いいたします。  
 

           令和七年元旦   木城町自治公民館連絡協議会  会長  杉  田   博  

 

新年への準備・年末の恒例行事等  

 各地区での新年に向けた恒例行事、準備を取材させていただきました。寒さが厳しい

中でしたが、地区の状況に応じた様々な活動が展開されていました  

☆１２月１日（日）しめ縄づくり・もぐら打ちの準備  

中椎木公民館では、子ども会と連携し、親子でのしめ縄づくりが

行われました。地域の方が、材料のわらの準備をしてくださり、丁

寧に作り方を説明してくださいました。親子で協力し、世界に一つ

だけの作品がで

きていました！  

地域みんなで結ぶ大きな絆  



☆１２月７日（土）比木神楽  

 今年も恒例の「神事」地域の災禍のないことを祈る神楽が

奉納されました。風が吹き寒さ厳しい中、終夜神楽が舞われ

ました。来場された方々の暖を取っていただくための炊出

しも振舞われていました。様々な方々が携わり、支援や協力

を通して伝統・文化そして地域の安心・安全が守られている

と実感したところでした。  

 

☆１２月１４日（土）中之又鎮守神社例大祭  

 今年も地域の一大行事である例大祭が執り行われ、終夜

神楽が奉納されました。毎年の光景ですが、鎮守神社に続く

道沿いには、来場への感謝、歓迎を込めた飾りが付けられ、

道案内してくれていました。また、地域在住、地域出身の

方々が一堂に会し、来場された方々への炊出しをされてい

ました。地域の絆によって、地域の文化・伝統を守られてい

ることを実感したところでした。  

 

☆１２月１５日（日）水分神社清掃・しめ縄づくり  

 湯屋ヶ坂、在南、立小路自治公民館でも、地域を見守る水分神社、稲荷神社等のしめ

縄づくり、張替え、神事が行われ、新年の準備が完了しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の他にも、新年に向けた取組が進められました。お疲れ様でした！  
 

自治公民館とみどりの杜木城学園との連携  

☆１１月２９日（金）木城学園７年生 SDGｓ中間発表会  

 木城学園 7 年生が総合的な学習の時間で SDGｓについ

て学習し、木城町ならでは SDGｓの取組の提案について自

治公民館長さんへの中間発表、意見交換を行いました。  

 SDGｓの 17 の目標の中からグループごとにテーマを決

め、木城町内の調査・研究した取組で、とてもユニークな

提案がありました。館長さん方からは、生徒達の活動への

賛辞や提案の実現に向けた意見が出されていました。生徒達も、自治

公民館に関する新たな情報を質問するなど、提案実現に向けた貴重な

機会となりました。木城町の未来を担う人材として、今後さらに研究

を深め、木城町ならではの SDGｓを創造し、実現していってほしいと

思います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

7 年生の皆さん、協力いただいた館長さん方、お疲れ様でした！  



木城町グランドゴルフ交流大会  

 １２月８日（日）総合運動場で「木城町グランドゴルフ交流大会」を開催しました。

２０自治公民館（昨年度＋3）から、合同チームを含めた１８チームの参加があり、熱

戦が繰り広げられました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
最高齢９５歳の中田弥太郎さんも元気にプレーしておられました！  

お疲れ様でした！ご協力ありがとうございました！  

 

 

 

自治公民館連絡協議会長  

あいさつ 
来賓：半渡町長あいさつ  競技上の注意  

＜競技開始＞  

  ＜競技開始＞  

 

ホールインワン！お見事！  

 

 珍プレー・好プレーで盛り上がりました！  

＜競技開始＞  

 

 休憩の時にも楽しく交流！  

＜競技開始＞  

 

おめでとうございました！  

 

ＧＯ！ＧＯ！！ＧＯ！  

＜競技開始＞  

 

＜表彰式＞  

 



テレビやネットでよく見聞きする「ＳＤＧｓ」ってなあに？（１０）  

 SDGｓの 17 の目標について紹介します。  

10 人や国の不平等をなくそう  

生産性と所得の向上国際社会は、人々の貧困脱出

に向け、長足の進歩を遂げてきました。後発開発途上国、内陸開発途上国、

小島嶼開発途上国など、最も脆弱な国々は引き続き、貧困の削減を進めてい

ます。しかし、不平等は根強く残り、保健や教育サービス、その他の資産へ

のアクセスという点では、大きな格差がなくなっていません。  

経済成長が包摂的でなく、経済、社会、環境という持続可能な開発の３つ

の側面に波及しなければ、貧困を削減するには不十分だというコンセンサス

ができ上がりつつあります。幸いなことに、所得の不平等は国家間でも、国

内でも縮小しています。現時点で、データが入手できる９４カ国のうち６０

カ国の１人当たり所得は、国別平均を上回る伸びを示しています。後発開発

途上国からの輸出品に有利なアクセス条件を設けることについても、ある程

度の前進が見られます。  

不平等を是正するためには、原則的に社会的弱者や疎外された人々のニー

ズに配慮しつつ、普遍的な政策を採用すべきです。国際通貨基金（ IMF）で

開発途上国が投じる票の割合を増やすことに加え、開発途上国からの輸出品

に対する免税措置を広げ、優遇を続ける必要があります。最後に、技術革新

は、移民労働者の送金コスト削減に資する可能性があります。  
 

11 住み続けられるまちづくりを  

都市はアイディアや商取引、文化、科学、生産性、社会開発など、数多く

の活動で拠点となります。都市の最もよい点は、人々の社会的、経済的な前

進を可能にすることです。２０３０年までに、都市住民の数は５０億人に増

えると予測される中で、都市化がもたらす課題に対処するため、効率的な都

市計画・管理実践の導入が重要となっています。  

雇用と豊かさを生み出しながら、土地や資源に負担をかけないように都市

を維持するためには、多くの課題が存在します。共通に見られる都市問題と

しては、過密、基本的サービスを提供するための資金欠如、適切な住宅の不

足、インフラの劣化、都市内部の大気汚染の悪化が挙げられます。   

都市内部の固形廃棄物の安全な除去と管理など、急速な都市化がもたらす

課題は、都市の繁栄と成長を継続しながら、資源利用を改善し、汚染と貧困

を削減できる方法で克服できます。その一例として、都市ごみ収集の増大が

挙げられます。都市が基本的サービスやエネルギー、住宅、交通機関その他

へのアクセスを確保し、すべての人に機会を提供できる未来をつくる必要が

あります。  
 

12 つくる責任つかう責任  

持続可能な消費と生産とは、資源効率と省エネの促進、持続可能なインフ

ラの整備、そして、基本的サービスと、環境に優しく働きがいのある人間ら

しい仕事の提供、すべての人々の生活の質的改善を意味します。その実現は、

全般的な開発計画を達成し、将来の経済、環境、社会へのコストを低下させ、

経済的競争力を高め、貧困を削減することに役立ちます。現時点では、特に

東アジアで天然資源の物的消費が増えています。各国は大気や水質、土壌の

汚染に関する課題に引き続き取り組んでいます。持続可能な消費と生産は

「より少ないものでより多く、よりよく」を目指しているため、経済活動に

よる正味の福祉向上は、ライフサイクル全体を通じて資源の利用、劣化およ

び汚染を減らす一方で、生活の質を高めることによって促進できます。ま

た、生産者から最終消費者まで、あらゆる人を巻き込みながら、サプライチ

ェーンの運用を大いに重視する必要もあります。その中には、持続可能な消

費とライフスタイルについて消費者を教育すること、基準やラベルを通じて

十分な情報を提供すること、持続可能な公的調達に参画することなども含ま

れます。     

                ＜国際連合広報センター資料引用＞  


